
（平成２３年９月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認佐賀地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



佐賀国民年金 事案 560 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年７月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年７月から６年３月まで 

    平成６年４月頃、Ａ区役所から国民年金加入勧奨状が送付されてきたの

で、区役所で国民年金の加入手続を行った。 

その後、申立期間に係る国民年金保険料の未納通知が送付されてきたの

で、区役所に出向いたところ、学生の場合は保険料の免除申請ができると

聞いて、加入当初からの免除を申請したが、平成５年度分は免除申請がで

きず、区役所の担当者から「国民年金保険料を納付しないことは許されな

いから、必ず納付しなければならない。」と言われたので、当時アルバイ

トをしてためていた預貯金を引き出して、約 10 万円だったと思うが国民年

金保険料は全額納付した。 

つらい思いをして申立期間の国民年金保険料を納付したにもかかわらず、

オンライン記録では未納期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の同手帳記号番号の直後の国民

年金被保険者の加入記録により平成６年５月頃払い出されたことが推認でき、

同手帳記号番号払出時点において申立期間の国民年金保険料は過年度納付す

ることが可能である。 

また、申立期間は９か月と短期間である上、申立人は、国民年金に加入し

た経緯及び申立期間の国民年金保険料の納付方法等を具体的に記憶している

とともに、申立人が申立期間の国民年金保険料として納付したと申し立てて

いる金額は申立期間の国民年金保険料額とおおむね一致しているなど、申立

内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



佐賀厚生年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち昭和 20 年７月１日から 21 年２月５日までの期

間に係る船員保険料を事業主（Ａ事業所）により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る記録

を 20 年７月１日、資格喪失日に係る記録を 21 年２月５日に訂正し、当該期

間の標準報酬月額を、20 年７月及び同年９月から同年 12 月までの期間は 60

円、同年８月及び 21年１月は 80円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

また、上記期間のうち、昭和 20年７月 21日から同年８月 21日までの期間

及び同年 12 月６日から 21 年２月５日までの期間については、戦時加算該当

船舶であるＡ事業所の所有するＢ船舶及びＣ船舶に乗船していたことが認め

られることから、当該期間を戦時加算該当期間とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和元年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年４月６日から 21年２月５日まで 

    昭和 20 年４月６日から同年６月 30 日までの期間についてはＤ船舶、同

年７月 21日から同年８月 20日までの期間についてはＢ船舶、同年 12月６

日から 21 年２月４日までの期間についてはＣ船舶に乗船していたが、国

（厚生労働省）の記録によると、当該期間が厚生年金保険（船員保険）の

未加入期間とされているため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ社が保管する申立人の人事記録及び申立人が所持する船員手帳により、

申立人は、昭和 20 年７月１日に予備船員となり、同年７月 16 日（船員手帳

では昭和 20 年７月 21 日に雇入の記録あり）にはＢ船舶に乗船し、同年８月

20 日（船員手帳に記録なし）に下船した後、同年８月 21 日に再度予備船員

とされた後、Ｃ船舶に同年 12 月６日から 21 年２月４日まで乗船（人事記録

には記録なし）していたことが推認できる。 



また、申立人が所持する船員手帳に記載されているＢ船舶及びＣ船舶の船

長に係る船員保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）によれば、Ｂ船

舶の船長であった者は、昭和 20 年１月 30 日から 26 年３月 31 日までの期間

の被保険者記録があり、20 年７月１日から同年８月 20 日までの期間におい

てＢ船舶に乗船していたことが確認できる。 

さらに、Ｃ船舶の船長であった者は、昭和 19 年９月 15 日から 26 年５月

30日までの期間の被保険者記録があり、20年 11月 27日から 21年３月 31日

までの期間においてＣ船舶に乗船していたことが確認できる上、これらの記

録は、両人のオンライン記録とほぼ一致する。 

加えて、Ｅ社が作成した書籍において、両船ともＡ事業所使用船であった

との記述があることから、当時、Ｂ船舶及びＣ船舶はともにＡ事業所に管理

されていた船舶であったと推認できる。 

   これらの事実並びにこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人は、昭和 20 年７月１日から 21 年２月５日までの期間に

ついて、Ａ事業所における船員保険の被保険者として、事業主により船員保

険料を給与から控除されていたものと認められる。 

   また、当該期間に係る標準報酬月額については、Ｅ社が保管する申立人に

係る人事記録及び申立人が所持する船員手帳の記録から、昭和 20 年７月及び

同年９月から同年 12 月までを 60 円、同年８月及び 21 年１月を 80 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得

届が提出された場合には、その後に被保険者資格の喪失届も提出されている

と思われるところ、いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該

届出を記録しないとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格

の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る当該期間の船員保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該期間に係る船員保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   また、戦時加算対象名簿によれば、Ｂ船舶に係る昭和 20 年７月 21 日から

同年８月 21日までの期間、Ｃ船舶に係る同年 12月６日から 21年２月５日ま

での期間は、加算区域航行期間であったことから、当該期間を戦時加算の該

当期間とする必要がある。 

一方、申立期間のうち、昭和 20 年４月６日から同年７月１日までの期間に

ついては、申立人が所持する船員手帳により、申立人は、当該期間にＦ省

（当時）を船舶所有者とするＤ船舶に乗船していたこと、及びＥ社が保管す

る申立人に係る人事記録では、申立人がＤ船舶に同年４月 13 日から同年６月

28日まで乗り組んでいたことは確認できる。 

しかしながら、Ｅ社は、申立人に係る当該期間における保険料の控除の有



無については、資料が保管されておらず不明であると回答している。 

また、前述の船員手帳においてＤ船舶の船長として記録されている者に係

る旧台帳には、同人が昭和 18 年 10 月３日に被保険者資格を喪失した後の記

載は無く、この記録は、オンライン記録と一致している。 

加えて、オンライン記録によれば、Ｄ船舶が船員保険の適用船舶であった

との記録は見当たらない上、申立人が当該期間において、給与から保険料を

控除されていたことを示す給与明細書等の資料は無く、このほか、申立人の

当該期間における保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は申立期間のうち、昭和 20 年４月６日から同年７月１日までの期間に

ついて、船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 



佐賀国民年金 事案 561 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年 12 月から 61年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月から 61年３月まで 

    昭和 55 年＊月、20 歳になったのでＡ町（現在は、Ｂ町）役場で国民年

金の加入手続を行った。 

国民年金保険料は、役場から送付されてきた納付書により、毎月、役場

窓口、郵便局及び銀行のいずれかで納付していたと記憶している。 

    申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者台帳管理簿及び申立

人の国民年金被保険者資格取得（第３号被保険者該当）届書により、昭和 61

年４月に払い出されたことが確認でき、申立人に別の国民年金手帳記号番号

が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立期間において、申立人の元夫は、共済組合の組合員であるため、

配偶者である申立人は国民年金の任意加入対象者となることから、申立人は、

加入手続時から遡って国民年金被保険者となることはできず、申立期間の保

険料を納付することができない。 

さらに、昭和 61 年３月時点において、国民年金の任意加入被保険者であっ

た者は、同年４月の基礎年金制度の導入に伴い、第１号被保険者又は第３号

被保険者への種別変更が行われることとなるが、申立人は、申立人が所持す

る年金手帳、オンライン記録及びＡ町の国民年金被保険者名簿により、同年

４月１日に第３号被保険者として国民年金の被保険者資格を新規取得してい

ることが確認できることから、同年３月時点において、国民年金の任意加入

被保険者ではなかったものと考えられる。 

加えて、申立期間は、64 か月と長期間であり、申立人が申立期間の国民年



金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



佐賀厚生年金 事案 1180（事案 1095の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年５月 26日から同年６月１日まで 

昭和 55 年４月 28 日に、Ａ社（現在は、Ｂ社）に入社し、57 年４月１日

に同社の敷地内にＣ部門として設立されたＤ社に移籍した後、59 年７月末

で同社を退職したが、国（厚生労働省）の記録では、Ａ社での厚生年金保

険被保険者資格取得日が 55年 11月１日、Ｄ社の同資格喪失日が 59年５月

26 日となっていた。そこで年金記録確認第三者委員会に申し立てたが記録

の訂正は認められなかった。 

雇用保険被保険者資格喪失確認通知書ではＤ社の離職年月日が昭和 59 年

５月 31 日とされており、少なくとも同日まで同社に勤務していたのは間違

いない。申立期間を変更の上、再度、年金記録の訂正を申し立てるので厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ｄ社はＡ社のＣ部門として設立されて

いるところ、申立期間当時のＡ社の事業主の妻（現在は、Ｂ社の事業主）が、

申立人がＤ社を退職した日の翌日を資格喪失日として社会保険事務所（当

時）に届け出て、厚生年金保険料については、社会保険事務所に提出した被

保険者資格取得届及び同喪失届により、資格取得月から資格喪失月の前月ま

での間の厚生年金保険料を申立人の給与から控除し、社会保険事務所に納付

していると思う旨の供述を行っていること、Ｄ社が保管する健康保険厚生年

金保険被保険者資格取得届確認通知書及び同資格喪失届確認通知書によると、

申立人は、昭和 57 年４月１日に被保険者資格を取得し、59 年５月 26 日に喪

失していることが確認でき、当該記録は、同社に係る健康保険厚生年金保険

被保険者原票に記載されている申立人の記録と一致しており、それ以降に申



立人が同社に係る被保険者資格を取得したことを示す記載は無いことなどを

理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 23 年４月１日付け年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、Ｄ社に係る雇用保険被保険者資格喪失確認通知書では離

職年月日が昭和 59 年５月 31 日になっているため、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい旨を申し立てている。 

しかしながら、Ｄ社は、雇用保険料は賃金に対して差し引くので月末を雇

用保険の離職日として届け出たと思われ、申立人の実際の退職日は厚生年金

保険の被保険者資格喪失日と符合する昭和 59 年５月 25 日と思われる旨を回

答している。 

また、申立人のＤ社に係る厚生年金保険の被保険者資格喪失日から前後１

年以内に同資格を喪失した同僚で雇用保険の離職日が確認できた複数の者の

雇用保険の離職日は、月末日付けであるにもかかわらず、厚生年金保険の被

保険者資格の喪失日は、月途中の日付であることが確認でき、上記のＤ社の

回答とも符合しており、申立期間当時、事業主は実際の離職日とは異なる日

付を離職日として雇用保険の取扱いを行っていた可能性がうかがえることか

ら、申立人の同社に係る雇用保険の離職日が昭和 59 年５月 31 日とされてい

ることのみをもって申立人が申立期間において同社に勤務し、かつ、給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたものとは認め難い。 

これらのことから、申立人の主張は委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



佐賀厚生年金 事案 1181 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48年８月頃から 50年５月頃まで 

             ② 昭和 50年５月頃から 51年８月頃まで 

             ③ 昭和 51年８月頃から 52年８月頃まで 

             ④ 昭和 53年１月頃から 54年５月頃まで 

    昭和 48年８月頃から 50年５月頃までＡ社に、同年５月頃から 51年８月

頃までＢ社に、同年８月頃から 52 年８月頃までＣ社に、53 年１月頃から

54 年５月頃までＤ社（閉鎖登記簿謄本上は、Ｅ社）に勤務していたが、国

（厚生労働省）の記録によると、申立期間が厚生年金保険に未加入とされ

ているため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、Ａ社の名刺を所持しており、当時の代表

取締役の氏名を記憶していることから、期間の特定はできないものの、申立

人が同社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、厚生年金保険の適用事

業所としての記録が見当たらず、また、申立人が記憶する同社の代表取締役

及び同僚に係るオンライン記録を確認したところ、同社に係る厚生年金保険

の被保険者記録は見当たらない。 

また、申立人が記憶するＡ社の代表取締役及び同僚については、所在を確

認することができず、申立期間①における申立人の勤務実態及び厚生年金保

険料控除について供述を得ることができない。 

さらに、Ａ社は、既に廃業しており、人事記録、賃金台帳等の資料は無い

上、申立人も給与明細書等を所持していないことから、申立人の申立期間①

における勤務実態及び厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認



することができない。 

このほか、申立期間①に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②及び③について、申立人は、Ｂ社に係る昭和 50 年７月 25 日分

の給料袋及びＣ社の名刺を所持していること、並びに申立期間②当時にＢ社

の取締役であり、申立期間③当時にＣ社において経営に関与していたとする

Ｄ社の代表取締役は、申立人がＢ社及びＣ社で勤務していた旨の供述をして

いることから、期間の特定はできないものの、申立人が、両社で勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社及びＣ社は、厚生年金保険

の適用事業所としての記録が見当たらず、また、申立期間②当時のＢ社の取

締役であった二人及び申立期間③当時のＣ社の代表取締役に係るオンライン

記録を確認したところ、それぞれの事業所に係る厚生年金保険の被保険者記

録は見当たらない。 

また、前述のＤ社の代表取締役は、「私は、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社の経営責

任者であった。申立人は、Ｂ社及びＣ社で勤務していたが、両社とも厚生年

金保険の適用事業所ではなかったので、申立人だけでなく、当該２社の社員

を厚生年金保険に加入させてはいなかったし、保険料も控除していない。」

と供述しているところ、オンライン記録によると、申立人は、申立期間②の

うちの昭和 51 年４月から同年８月までの期間及び申立期間③において、国民

年金に加入し、保険料を納付していることが確認できる。 

さらに、Ｂ社及びＣ社は、いずれも既に廃業しており、人事記録、賃金台

帳等の資料は無い上、申立人も給与明細書等を所持していないことから、申

立人の申立期間②及び③における勤務実態及び厚生年金保険料を給与から控

除されていたことを確認することができない。 

このほか、申立期間②及び③に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間④について、申立人は、Ｄ社で勤務したと申し立てているものの、

前述の同社の代表取締役は、「申立人は、Ｄ社では勤務していない。」と供

述している。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の

氏名は記録されていない上、整理番号に欠番は無い。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立期間④において申立人に係る雇用

保険の記録は見当たらない。 

加えて、Ｄ社は、既に廃業しており、人事記録、賃金台帳の資料は無い上、

申立人も給与明細書等を所持していないことから、申立人の申立期間④にお

ける勤務実態及び厚生年金保険料を給与から控除されていたことを確認する

ことができない。 



このほか、申立期間④に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



佐賀厚生年金 事案 1182 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、農林漁業団体職員共済組合員として掛金を

農林漁業団体により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 52年３月１日から 53年４月１日まで 

昭和 52 年２月に高等学校を卒業し、同年３月からＡ事業所（現在は、Ｂ

事業所）に勤務したが、国（厚生労働省）の記録では、53 年４月１日に組

合員資格を取得した記録になっていることに納得がいかない。 

申立期間を農林漁業団体職員共済組合の組合員期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録及びＡ事業所に係る健康保険被保険者原票によると、申立

人は、昭和 52 年３月１日に雇用保険及び健康保険の被保険者資格を取得し、

59 年１月１日に健康保険の同資格を喪失（昭和 58 年 12 月 31 日に離職）し

ていることが確認できることから、申立人が申立期間において同組合に勤務

していたことは確認できる。 

   しかしながら、農林漁業団体職員共済組合が保管する申立人に係る組合員

資格新規取得届、同喪失届、資格関係ＤＢプリントによると、申立人は、昭

和 53 年４月１日付けで農林漁業団体職員共済組合の組合員資格を取得し、59

年１月１日に同資格を喪失していること、及び組合員資格異動届等処理済通

知書(控)によると、申立人のＡ事業所に係る共済組合掛金は、申立人が組合

員資格を取得した 53 年４月分から納付されていることが確認でき、その事務

処理に不自然さはみられない上、これらの記録は、オンライン記録と一致し

ている。 

また、Ａ事業所に係る健康保険被保険者原票によると、申立人の健康保険

被保険者の資格取得日（昭和 52 年３月１日）前後１年以内に同資格を取得し

ている同僚５人のうち、農林漁業団体職員共済組合における組合員記録が確

認できる３人は、健康保険被保険者の資格取得日から 15 か月後（二人）及び



23 か月後（一人）に同共済組合の組合員資格を取得していることが確認でき、

前述の３人のうち、雇用保険の記録が確認できた二人の健康保険と雇用保険

の被保険者資格の取得日が一致していることを踏まえると、申立期間当時、

Ａ事業所においては、雇用保険及び健康保険の被保険者資格を同時期に取得

させ、その約１年から２年後に農林漁業団体職員共済組合の組合員資格を取

得させる取扱いであったことがうかがえる。 

   さらに、Ｂ事業所は、当時の人事記録及び賃金台帳等の資料は無いと回答

しているところ、同事業所担当者は、健康保険及び共済組合の加入取扱いに

ついては、同時に取得させるべきところ、当時は統一されていないようであ

るが、共済組合員資格を取得させる前の期間において、職員の給与から共済

組合掛金を控除するようなことは考えられない旨を説明している。 

   加えて、Ａ事業所の当時の所長及び給与事務に携わっていた総務課長は既

に死亡しており、申立人は申立期間に係る給与明細書等を所持していないこ

とから、申立期間において申立人の給与から共済組合掛金が控除されていた

ことを確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における農林漁業団体職員共済組合の掛金の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が農林漁業団体職員共済組合員として、申立期間に係る掛金を農林漁

業団体により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



佐賀厚生年金 事案 1183 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年６月頃から 51年６月頃まで 

昭和 49 年６月頃から 51 年６月頃まで、Ａ市ＢにあったＣ社が経営して

いたＤ事業所で勤務していた。従業員は、私の兄、弟、同姓の男女二人、

女性二人と私の計７人だった。午前 11 時から午後 11 時まで兄弟３人で交

替勤務していた。事業所の裏に３棟の社員寮があり、49 年＊月に長女が生

まれた時にはそこに住んでいたと記憶している。Ａ市Ｅに住所を移す時に

は、長女がよちよち歩いていたことを記憶しているので、２年近くは勤務

しており、Ｆ免許も、申立期間中に取得した。 

勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の改製原戸籍の附票に記載された住所が、Ｃ社の所在地と一致して

おり、同社の寮に住んでいたとする申立人の供述と符合することから、期間

の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｃ社は、昭和 49 年９月 30 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間のうち、同年６月

頃から同年９月 30 日までを除く期間は、厚生年金保険の適用事業所ではない

ことが確認できる。 

また、申立人は、申立期間当時、申立人の兄弟及び同僚４人と一緒に勤務

していたと供述しているものの、これらの者の氏名はＣ社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿に記載されていないことから、申立期間当時、同社

では勤務していた全ての従業員について、厚生年金保険の加入手続を行って

いなかったことがうかがえる。 



さらに、Ｃ社は既に廃業しており、賃金台帳や給与明細書等は保管されて

いないことから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

加えて、上記の被保険者名簿において申立人の氏名の記載は見当たらず、

整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


